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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項

(1) 対象地域

県名、市名 秋田県秋田市

面 積 906.07 k㎡

人 口 308,163 人（平成３１年３月３１日現在）

(2) 計画期間

本計画は、令和２年４月１日から令和７年３月31日までの５年間を計画期間とす

る。

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を

見直すものとする。

(3) 基本的な方向

当市は、秋田県の日本海沿岸地域の中央部に位置し、人口約３１万人の県庁所在

都市である。産業動向は、第１次産業および第２次産業への就労者が減少し、第３

次産業への就労者が増加しており、農林業等からサービス業を中心とした商業要素

の強い都市へと移り変わってきている。

このような背景において、近年、様々な環境問題に対する取組みが求められる中、

当市では、環境に配慮した循環型社会の実現化に向け、一般産業廃棄物処理基本計

画を策定し、ごみ処理については、「市、事業者、市民が適切な役割分担のもと、

環境への負荷を低減することに努めるとともに、循環型社会を構築するため協働で

取組むこと」、生活排水処理については、「環境負荷が少ない水循環システムを構

築すること」を基本理念とし、下水道や農業集落排水処理施設が整備されていない

地域においては、合併処理浄化槽の整備を進めることで、河川、水路（公共用水域）

の生活環境の保全および公衆衛生の向上を図っていくものとする。

また、自然環境への環境負荷低減に配慮し、安定的かつ適正な処理を行うため、

合併処理浄化槽の整備を進める。

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標

(1) 生活排水の処理の現状

平成30年度末の生活排水の処理状況及びし尿･汚泥等の排出量は、図１のとおり

である。

生活排水処理対象人口は、全体で308,163人であり、汚水衛生処理人口（平成３

０年度現在、現に汚水処理施設に接続されている人口。以下同様。）は、273,166

人、汚水衛生処理率88.6％である。

し尿発生量は、15,204kl／年、浄化槽汚泥発生量は、21,620kl／年であり、処分

量（＝収集・運搬量）は、36,824kl／年である。
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図１ 生活排水の処理状況フロー（平成30年度末）

公共下水道

258,467人 83.8%

汚水衛生処理人口 農業集落排水施設

273,166人 88.6% 8,637人 2.8%

総人口 合併処理浄化槽 浄化槽汚泥発生量

308,163人 100% 6,062人 2.0% 21,620 kl/年

未処理人口 単独処理浄化槽

34,997 人 11.4% 13,362人 4.3%

非水洗化人口 し尿発生量

21,635人 7.1% 15,204 kl/年

(2) 生活排水の処理の目標

生活排水処理については、表１に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等

を進めていくものとする。

表１ 生活排水処理に関する現状と目標

平成３０年度末実績 令和６年度目標

処 公 共 下 水 道 258,467人（83.8%） 255,845 人（88.7%）
理 農 業 集 落 排 水 施 設 8,637 人（ 2.8%） 4,252 人（ 1.5%）
形 合 併 処 理 浄 化 槽 6,062人（ 2.0%） 4,694 人（ 1.6%）
態 未 処 理 人 口 34,997 人（11.4%） 23,609 人（ 8.2%）
別

人 合 計 308,163人 288,400 人

口

し尿 く み 取 り し 尿 量 15,204kl 17,010 kl
・ 浄 化 槽 汚 泥 量 21,620kl 19,013 kl
汚泥

の量 合 計 36,824kl 36,023 kl
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３ 施策の内容

（１）発生抑制

生活排水処理の現状と今後

生活排水処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設が整備

されていない人口散在地域等で浄化槽の整備を進めていく。

また、し尿・浄化槽汚泥（農業集落排水からの汚泥を含む）については、現

在、秋田市汚泥再処理センターにおいて処理し、生じた汚泥等は脱水後、秋田

市総合環境センター溶融施設で焼却処理している。

今後は、高効率脱水機で脱水処理を行い、汚泥を資源化し、秋田市総合環境

センター溶融施設の助燃剤としての活用を進める。

（２）処理体制

生活排水処理の現状と今後

生活排水処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設が整備

されていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていくものとす

る。

また、し尿・浄化槽汚泥（農業集落排水からの汚泥を含む）については、秋

田市汚泥再処理センターにおいて、固液分離・希釈放流方式により、汚泥を助

燃剤化し、希釈水は秋田県流域下水道臨海処理センターで処理を行っている。

処理方法については表２のとおりである。

表２ 秋田市地域のし尿・浄化槽汚泥の処理方法の現状と今後

現状（平成30年度） 今後（令和６年度）

処理方法 処理施設等 処理実績 処理方法 処理施設等 処理目標

（kl） （kl）
固液分離・ 秋田市汚泥再 固液分離・ 秋田市汚泥再

希釈放流 処理センター 37,000kl 希釈放流 処理センター 36,023kl

方式 (希釈水:下水 方式 (希釈水:下水
道処理施設) 道処理施設)

(３） 処理施設等の整備

合併処理浄化槽の整備

合併処理浄化槽の整備については、表３のとおり行うものとする。

表３ 合併処理浄化槽への移行計画

直近の整備済 整備計画 整備計画

事 業 基 数（基） 基 数 人 口 事業期間

(平成30年度) （基） （人）

浄化槽設置整備事業 975基

浄化槽市町村整備推進事業 262基 10基 60人 R２～R６

その他地方単独事業

合 計 1237基 10基 60人
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４ 計画のフォローアップと事後評価

目標を達成していくために、達成状況の客観的な評価を行いながら、改善を図るし

くみを確立する必要があることから、行政評価にも取り入れられているマネジメント

システム（ＰＤＣＡサイクル）を導入して管理を行うものとする。

(1) 計画のフォローアップ

秋田市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、

必要に応じて、国、県と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の

見直しを行うものとする。

(2) 事後評価及び計画の見直し

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに、計画の事後評価、目標達成状況の評価を行うものとする。

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させ

るものとする。

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を

見直すものとする。
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秋田市施設の状況図

農集排
下新城北部地区
整備済

農集排
下新城南部地区
整備済

農集排
上新城地区
整備済

農集排
笹岡地区
整備済

農集排
寒川地区
整備済

農集排
下北手中央地区
整備済

農集排
上北手東部地区
整備済

農集排
石田坂地区
整備済

農集排
豊岩地区
整備済

農集排
小山地区
整備済

農集排
種平地区
整備済

農集排
戸賀沢地区
整備済

農集排
向野地区
整備済

農集排（モデル）
新波地区
整備済

農集排
萱ヶ沢地区
整備済

農集排
赤平地区
整備済

農集排
下三内地区
整備済

農集排（モデル）
岩見三内中央地区
整備済

農集排
飛沢地区
整備済

農集排
三内地区
整備済

農集排
砂子渕地区
整備済

農集排
岩見地区
整備済

公共（特環）
小泉潟処理区
整備済

公共（単独）
八橋処理区

公共（特環）
太平山処理区
整備済

公共（秋田湾・雄物川流域関連）
臨海処理区

公共（特環）
下浜処理区

凡 例

農集排
金足２期地区

農集排
金足１期地区

下浜名ケ沢地区

下浜羽川地区

下浜楢田・八田地区

横山地区

砂子沢地区

小山田桜田地区

上小山田地区

梨平地区

藤倉地区

岩城地区

湯ノ里地区

繋地区

神ケ村地区

鵜養地区

白熊沢地区

大張野地区

新大張野地区
奥出地区

大張野駅前地区

畑・獅子岱地区

南台地区

三替沢地区

平尾鳥地区

松渕地区

杉沢地区

萱ケ沢地区
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、

認
可

予
定

設
立

さ
れ

て
い

な
い

場
合

、
今

後
の

見
通

し
：

6



様
式
１
別
添
１
　
指
標
と
人
口
等
の
要
因
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
（
生
活
排
水
処
理
）

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

総
人
口

3
1
9
,4
9
7

3
1
7
,6
5
1

3
1
5
,7
7
0

3
1
3
,4
4
4

3
1
0
,4
1
2

3
0
8
,1
6
3

3
0
2
,9
4
2

3
0
0
,0
0
0

2
9
7
,1
0
0

2
9
4
,2
0
0

2
9
1
,3
0
0

2
8
8
,4
0
0

公
共
下
水
道

2
5
7
,2
7
7

2
5
9
,2
8
7

2
5
9
,5
1
9

2
5
9
,6
7
3

2
5
8
,8
3
5

2
5
8
,4
6
7

2
5
7
,1
8
1

2
5
6
,3
1
3

2
5
6
,5
7
0

2
5
6
,2
3
1

2
5
6
,2
8
3

2
5
5
,8
4
5

農
業
集
落
排
水
施
設

1
0
,7
2
5

9
,5
0
0

9
,2
7
2

9
,0
7
4

8
,8
9
8

8
,6
3
7

8
,7
5
6

8
,6
0
6

7
,1
9
6

6
,3
5
9

5
,1
8
1

4
,2
5
2

合
併
浄
化
槽

6
,5
5
4

6
,3
6
2

6
,4
9
1

7
,0
3
6

6
,5
2
9

6
,0
6
2

5
,5
2
8

5
,3
6
1

5
,1
9
4

5
,0
2
7

4
,8
6
1

4
,6
9
4

未
処
理
人
口

4
4
,9
4
1

4
2
,5
0
2

4
0
,4
8
8

3
7
,6
6
1

3
6
,1
5
0

3
4
,9
9
7

3
1
,4
7
7

2
9
,7
2
0

2
8
,1
4
0

2
6
,5
8
3

2
4
,9
7
5

2
3
,6
0
9

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

3,
00

0

3,
50

0

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0

R元
R2

R3
R4

R5
R6

人
（
単
位

:人
）

生
活
排
水
処
理
の
現
状
と
目
標

総
人
口

農
業
集
落
排
水
施
設

公
共
下
水
道

合
併
浄
化
槽

未
処
理
人
口

年
度

7



様
 式

 ２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
令

和
２

年
度

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

資
源

ご
み

選
別

施
設

整
備

0
0

破
砕

・
選

別
施

設
整

備
0

0

不
要

品
再

生
施

設
整

備
0

0

展
示

施
設

整
備

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

分
別

回
収

拠
点

整
備

0
0

小
規

模
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

整
備

0
0

簡
易

プ
レ

ス
機

整
備

0
0

ご
み

収
集

車
整

備
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

0
0

5
秋

田
市

R
２

R
６

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

0
0

0
0

0
0

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

8
,8

0
5

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

1
,7

6
1

※
１

事
業

番
号

に
つ

い
て

は
、

計
画

本
文

３
(3

)表
４

に
示

す
事

業
番

号
及

び
様

式
３

の
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業
番

号
と

一
致

さ
せ

る
こ

と
。

ま
た

、
様

式
３

に
示

す
施

策
の

う
ち

関
連

す
る

も
の

が
あ

れ
ば

、
合

わ
せ

て
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。
※

２
広

域
連

合
、

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
欄

外
に

構
成

す
る

市
町

村
を

注
記

す
る

こ
と

。
※

３
実

施
し

な
い

事
業

の
欄

は
削

除
し

て
構

わ
な

い
。

※
４

同
一

施
設

の
整

備
で

あ
っ

て
も

、
交

付
金

を
受

け
る

事
業

主
体

ご
と

に
記

載
す

る
。

○
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
等

に
関

す
る

事
業

○
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

等
に

関
す

る
事

業

そ
の

他
の

施
設

整
備

等
（
施

設
名

記
載

）

容
器

包
装

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
２

（
令

和
元

年
度

）

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

事
業

期
間

交
付

期
間

備
　

　
考

事
　

業
　

種
　

別
総

事
業

費
（
千

円
）

事
業

番
号

※
１

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）

規
　

模

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
に

関
す

る
事

業

そ
の

他
の

施
設

整
備

等
（
施

設
名

記
載

）

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
施

設
整

備

ご
み

燃
料

化
施

設
整

備

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

合
  

  
 　

　
計

○
し

尿
処

理
に

関
す

る
事

業

浄
化

槽
市

町
村

整
備

推
進

○
浄

化
槽

に
関

す
る

事
業

最
終

処
分

場
整

備

浄
化

槽
設

置
整

備

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

・
プ

ラ
ン

ト
整

備

汚
泥

再
生

処
理

セ
ン

タ
ー

整
備

最
終

処
分

場
再

生
事

業

○
有

機
性

廃
棄

物
リ

サ
イ

ク
ル

に
関

す
る

事
業

ご
み

飼
料

化
施

設
整

備

ご
み

た
い

肥
化

施
設

整
備

○
廃

棄
物

処
理

施
設

に
お

け
る

長
寿

命
化

総
合

計
画

策
定

支
援

に
関

す
る

事
業

○
災

害
廃

棄
物

処
理

計
画

策
定

支
援

に
関

す
る

事
業

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
整

備

灰
溶

融
施

設
整

備

サ
テ

ラ
イ

ト
セ

ン
タ

ー
整

備

メ
タ

ン
ガ

ス
化

施
設

整
備

8



様 式 ３

開
始

終
了

令和
２年度

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

令和
６年度

5
浄化槽市町村整備推
進事業

集合処理区域外への合併処
理浄化槽の整備

秋田市 R2 R6 要 ２基 ２基 ２基 ２基 ２基

※１ 処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式２の事業番号と一致させること。

その他

施設整備
に係る計画
支援に関
するもの

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策の名称施策種別

発生抑制、
再使用の
推進に関
するもの

処理体制
の構築、変
更に関する
もの

処理施設
の整備に
関するもの

施策の内容

事業期
間

交付期 備　　考

交付
金必
要の
要否

事業
番号
※１

実施
主体

事　　　業　　　計　　　画

9



【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名 秋田県     
 

(1) 事業主体名 秋田市 

(2) 事業名称 浄化槽市町村整備推進事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
し尿・生活雑排水の適正処理及び生活環境の保全と公衆衛生の向上を

図るため、合併処理浄化槽を整備する。 

(4）事業期間 令和２年度 ～ 令和６年度 

(5) 事業対象地域の要件 公共下水道及び農業集落排水等の集合処理区域以外の地域 

(6) 事業計画額 交付対象事業費 8,805千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽市町村整備推進事業の場合】 

区分 
交付対基数 

（      人分） 
基準額 

対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 ５基（   ２５人分） 4,410千円 3,875千円 3,875千円 

6～ 7人槽 ５基（   ３５人分） 5,520千円 4,640千円 4,640千円 

8～10人槽 基（       人分）    

11～15人槽 基（       人分）    

16～20人槽 基（       人分）    

21～25人槽 基（       人分）    

26～30人槽 基（       人分）    

31～40人槽 基（       人分）    

41～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

共同浄化槽 

  
人槽 基（       人分） 
人槽 基（       人分） 
人槽 基（       人分） 

 

   

事務費 
 
 345千円 290千円 290千円 

調査費     

計画策定 
調査費 

    

うち台帳 
作成費用 

    

合 計 １０基（  ６０ 人分） 10,275千円 8,805千円 8,805千円 
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集
計
表

区
分

基
数

交
付
対
象
事
業
費

対
象
経
費
支
出
予
定
額
区
分

基
数

交
付
対
象
事
業
費

対
象
経
費
支
出
予
定
額

5
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
5
人
槽

5
基

4
0
2
0
千
円

4
0
2
0
千
円

6
～
7
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
6
～
7
人
槽

5
基

4
7
8
5
千
円

4
7
8
5
千
円

8
～
1
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
8
～
1
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

1
1
～
2
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
1
1
～
1
5
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

2
1
～
3
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
1
6
～
2
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

3
1
～
5
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円
2
1
～
2
5
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

5
1
人
槽
以
上

0
基

0
千
円

0
千
円
2
6
～
3
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

3
1
～
4
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

4
1
～
5
0
人
槽

0
基

0
千
円

0
千
円

5
1
人
槽
以
上

0
基

0
千
円

0
千
円

浄
化
槽
設
置
整
備
事
業

浄
化
槽
市
町
村
整
備
推
進
事
業

循
環
型
社
会
形
成
推
進
地
域
計
画
　
内
訳
表
（
浄
化
槽
系
）

【
参
考
資
料
様
式
6
　
補
足
資
料
】
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市町村設置整備推進事業（新設）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 5

うち国費 うち県費 うち市町村費

1340千円 2680千円 4020千円 3875千円 145千円 4020千円

人槽区分 6～7人槽

基数 5

うち国費 うち県費 うち市町村費

1595千円 3190千円 4785千円 4640千円 145千円 4785千円

人槽区分 8～10人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 11～15人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 16～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 21～25人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費

合計4020千円

合計4785千円

合計0千円

その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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人槽区分 26～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～40人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 41～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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